







































































































































































大手 2社の JAL と ANA は 2020 年 10月末に
2021年 3月期第 2四半期の連結業績（2020年 4
月 1日～ 2020年 9月 30日）を公表した。表 1・
表 1 JAL 旅客輸送の業績
（出所） 日本航空株式会社「2021年 3月期 第 2四半期決算短信〔IFRS〕（連結）」に基づき筆
者作成。
表 2 ANA 旅客輸送の業績






























































2020年 10月末に発表された 2021年 3月期第 2四
半期決算（4月 1日～ 9月 30日）は表 4のように
なる。売上高の減少率が最も大きかったのは JR























































表 4 JR3 社 第 2 四半期の連結業績（対前年同四半期比較）






























































































員 150～ 180人の機材を 50～ 60人のシートアレ
ンジに変更する方法であれば、新型機を開発する
のと比較して容易であろう。現行のシートで搭乗
率を高めようとする方策は、潜在的利用者に不安
感を与えるので、搭乗率が下がるという悪循環に
陥ってしまう。
現在、旅客定期便は不振であるが、貨物便は活
況を呈しているものの、荷物管理施設がないため
に受け入れ可能な空港は限られている。今後、新
たなツーリズムの形態として国内線でも国際線
でもチャーター便が増えるだろう。またビジネス
ジェットの普及もこれまで以上に高まると期待さ
れている。近い将来には、空飛ぶタクシーのよう
な小型電気飛行機が導入される可能性も高くなっ
ている。脱炭素化の観点からは電気飛行機に続き、
水素燃料を使用した飛行機も開発されている段階
にある。更に、宇宙船と飛行機の中間的な存在で
あるスペースプレーンの開発計画も着実に進展し
ている。多様な次世代航空機に対応できる空港が
必要となるので、アフターコロナを視野に入れた
空港改革を進めるべきである。
6．結語
2020年に入ってからコロナの影響により多くの
産業で機能不全が起きているが、特に航空・鉄道
産業は未曽有の危機的な状況に直面している。先
進国の医薬品メーカーを中心にワクチンの研究開
発が進行中だが、国境を超えた移動が自由になる
ためにはその普及が急がれる。航空・空港及び鉄
道は旅客と貨物を円滑に移動させる上で極めて重
要な産業であり、災害対応拠点という観点からも
安易な破綻や縮小を避けるべきであろう。CASE
やMaaSを通した次世代型交通産業を発展させる
ためにも、政府の関与が不可欠になる。
1980年代以降、新自由主義に基づく政策理念が
交通産業にも適用され、民営化・規制緩和が主流
となってきた。それ故、航空・鉄道部門の多くが
民間企業として運営されているので、公的資金の
投入が適切ではないという判断もある。しかし、
財務状況悪化により経営が破綻し、航空や鉄道の
サービスが停止すると社会インフラの機能は完全
に麻痺してしまう。過去の国鉄のように政府の全
面的なコントロール下に置くと非効率な経営に陥
ることは明らかである。現行の株式会社形態を存
続させながら公的資金を投入する措置が合理的と
考えられる。
英国では 2020年 3月に財務省とイングランド
銀行がコロナ危機に対応する公的基金を創設し
て、主要企業への救済策を展開している。大手航
空会社 BAとイージージェットに加えて、アイル
ランドのライアンエアーとハンガリーのウィズエ
アーも資金の提供を受けている。鉄道旅客運行事
業では民間企業に運営権を譲渡していたが、経営
悪化が深まると判断した英国政府は、3月にフラ
ンチャイズ制度を停止して、鉄道の国有化に踏み
切った。このように英国では自国のモビリティを
維持する点から、他国企業も対象に含めて迅速に
公的支援が行われている。わが国でも中央政府と
地方自治体がコロナによる危機を乗り切るために
継続的な支援策を展開することが望まれる。
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